
第１回検討会における論点の整理 

 

１ 建築物環境衛生管理技術者の兼任要件の見直し、特定建築物の要件の見直し及

び建築物環境衛生管理基準の見直しに加え、以下の項目について、今後、検討が

必要という指摘があった。 

（１）建築物衛生法における二酸化炭素濃度の基準値の考え方について 

（２）建築物衛生法の対象となる特定建築物の用途の拡大（例えば介護施設等） 

（３）ICT と建築物環境衛生管理基準の関係について（測定手法・測定箇所の検討） 

→（１）～（３）について、今後検討に必要なデータを収集する。 

 

２ 今後の検討方針等について 

（１）ICT により建築物環境衛生管理技術者（管理技術者）の兼任要件を見直すので

あれば、まずは、管理技術者の業務量の把握が必要である。 

（２）各自治体で兼任要件をホームページ等で公開しているのか、情報収集すること。 

（３）管理技術者が複数の特定建築物を兼任することで、建築物衛生上の問題が発

生していないかを確認すること。 

（４）効率化という観点だけでなく、ICT を活用することにより、管理技術者が判断する

よりも衛生管理の質が向上するかについても確認すること。 

 

資料１ 
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企業提出資料 

 

① 清水建設株式会社 P.３ ～ P.13 

② 新菱冷熱工業株式会社 P.14 ～ P.25 

③ 高砂熱学工業株式会社 P.26 ～ P.49 

④ 三菱電機株式会社 P.50 ～ P.56 

⑤ 須賀工業株式会社 P.57 ～ P.62 

 

資料２ 
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厚生労働省

建築物衛生関係ICT技術に係るヒアリング

建築物環境衛生管理技術者の兼任要件について

清水建設株式会社

2021年2月22日
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都道府県
保健所設置市

所有者等
特定建築物維持管理権限者

建築物環境衛生管理技術者

ビルメンテナンス事業者

建築物清掃業 建築物
空気環境測定業

建築物空気調和
用ダクト清掃業

建築物飲料水
水質検査業

建築物飲料水
貯水槽清掃業

建築物
排水管清掃業

建築物ねずみ
昆虫等防除業

建築物環境衛生
総合管理業

特定建築物
【建築物環境衛生管理基準】

・空気環境調整
・飲料水管理
・雑用水管理
・排水管理
・清掃
・ねずみ、昆虫等の防除

建物の維持管理
監督

選任・意見

届出・検査

建築物における衛生的環境の確保

清掃・点検・環境測定・水質検査

評価
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項目 測定 清掃/点検 備考

空調 空気環境
温度・湿度・気流・
CO・CO2・粉塵・ﾎﾙﾑｱﾙ
ﾋﾃﾞﾄﾞ

2ヶ月毎 階毎
粉塵計 較正1年毎

空調 機器
ﾌｨﾙﾀ・ｺｲﾙ・ﾄﾞﾚﾝﾊﾟﾝ・
加湿装置・ﾌｧﾝ・自動制
御

ﾄﾞﾚﾝパン点検1月毎、清
掃都度
加湿器点検1月毎、清掃
1年毎

空調 機器 冷却塔・冷却水管 点検1月毎、清掃1年毎

給水 水質 水質検査 6ヶ月毎

給水 水質 残留塩素・色・濁り・
臭い・味 7日毎（都；毎日）

給水 機器 貯水槽 1年毎
排水 機器 排水槽・ポンプ 等 6ヶ月毎
清掃 日常掃除、大掃除 大掃除6ヶ月毎
ねずみ 調査、発生防止、防除 調査6ヶ月毎

衛生管理 主な実施項目

自動計測可能項目
限定される

建築物環境衛生管理技術者の業務効率化が求められる
3

清掃/点検業務
の比率 大

清掃回数・間隔
差がある
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ファシリティマネジメント（当社ICT技術）

遠隔管理や多棟管理、設備遠隔管理・什器の統合管理など、さまざまなシ
ステムと連携した総合的な施設管理・運用により、業務効率の向上と施設
管理の省力化を実現することが可能です。

監督・評価・意見

集約

遠隔

環境自動計測

保守記録
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施設AI・IOTプラットフォームの確立（当社ICT技術）

建物内のAI・Iot活用インフラを標準化し、各種データベースや設備情報
がつながるためのプラットフォームの構築が可能となり、特定建築物の環
境維持管理に貢献します。

監督・評価
・意見

遠隔

環境自動計測 5
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6

S-BMマスターによる業務効率化(当社ICT技術）

■機器台帳を中心としたデータ紐づけ ■クラウド活用によるデータ閲覧

・各機器 故障履歴、不具合対応
・修繕計画 作成、見直し
・竣工図、機器取扱説明書 等 現地閲覧
・タブレット活用による業務効率化、
ペーパーレス化

・日報、月報、点検報告書 ペーパーレス化
・BIM活用に 不具合箇所 早期発見

等

業務効率化
⇒より高品質な環境実現に向けた施策が可能

データ有効活用、不具合予知、早期対策
⇒高品質な環境を維持することが可能

クラウド活用
⇒いつでもどこからでも 確認・指示・監督

清水建設、シミズ・ビルライフケア
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ヒアリング項目
問１ 御社のICT技術は、建築物衛生法に基づく管理項目である①空気環境の調整、給水、

③排水、④清掃、⑤ねずみ等の駆除のうち、どのカテゴリーに該当しますか。

⇒測定 ①空調環境の調整、温度、湿度、CO2 遠隔計測
（監督 ①~⑤ 全体の取り纏め として 活用）

問２ 御社のICT技術により、建築物環境衛生管理技術者の業務をどのような観点で
サポートできますか。

※以下の建築物環境衛生管理技術者の業務フローにおいて、どの点をサポート
することが可能なのかを明記してください。

⇒各項目の環境・水質等測定実施、空調・衛生機器の点検・清掃実施が適正に
行われているか、クラウドやサーバーによる監督（遠隔管理・監視）が可能
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ヒアリング項目
問３ ２の効果により、以下に示す建築物環境衛生管理技術者の兼務要件のうち、どの項目

で緩和することが可能だとお考えでしょうか？そうお考えになる理由も含めて記載を
お願いします。

①兼務が認められるのは建築物環境衛生管理技術者1人につき、特定建築物は３棟まで

⇒クラウド活用、現地建物に直接赴く回数の低減、等による業務効率向上
会議体は、WEB会議の活用による監督が可能、新たな業務時間の創出可能

②建築物の維持管理権限者が同一であること

⇒環境衛生管理基準が定められ、本業務はそれに合致しているか、していない場合には
是正する管理であり、維持管理権限者が同一かには原則縛られないと考える
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ヒアリング項目
問３ （続き）

③空気調和設備、給水設備等建築物の衛生的環境の確保に係る設備が類次の形式である

⇒（意見として）類次形式の設備の建物のほうが管理技術者にとって不具合発生時の
原因究明等迅速化が図られるが、特に業務実施において設備形式に縛られることは
極めて少なく、緩和要件に該当すると思われる。また、クラウド上での遠隔確認の
場合、不具合時に建築物環境衛生管理技術者が所属する他の技術者に助言を求める
ことも可能である。

④兼任する特定建築物の相互距離、それぞれの用途、特定用途に供される部分の延面積

⇒サーバーやクラウド管理にて、遠隔監督可能となり建築物の相互距離は緩和可能
用途については、管理技術者の経験技術力による。延面積については、複数棟の
場合、上限を設定すべき（例えば、複数棟計50,000㎡未満 とか）
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ヒアリング項目
問４ 御社の技術を活用することにより、建築物内の環境衛生の向上にどのような効果が

あるのかを記載してください。
⇒・環境測定 各階 1か所 計測が基準、中央監視等による遠隔自動計測により、

各室単位、エリア単位での計測 可能、環境ばらつき状況の確認是正 可能
・管理技術者が、より高品質な環境実現に向けた環境衛生維持管理計画立案が可能
・データ有効活用での不具合事前予知、早期対策による、高品質な環境を維持可能

問５ 御社のICT技術を特定建築物に導入する際、又は運用する際に、考慮すべき事項はある
でしょうか。(例:新築ビルでなければ導入が難しい、自動測定機器の較正が困難など）

⇒【環境測定側】
・温度、湿度、二酸化炭素 中央監視 自動計測 新築ビルでなければ導入困難
（既存改修でも出来ないことはない）

・塵埃計測器は、自動計測だと、1年毎の較正が難、（禁煙が多く、数値はほぼ満足）
・給水については、色、濁り、臭い、味等の測定も必要であり、自動計測 難
【クラウド・サーバー 管理】
・ビルメンテナンス事業者のICT活用スキルレベル、セキュリティ対策、コスト
・ビルメンテナンス事業者（現地の状況をリアルに把握）と建築物環境衛生管理技術者
（データ分析と全体管理）が同一事業者であることが理想 10
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fin
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建築物環境衛生管理技術者の兼任要件緩和に関する可能性

建築設備工事業としての見解

© SHINRYO CORPORATION. All rights reserved.

建築物衛生管理に関する検討会（第２回）

2021年2月22日（月）
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以下、５つのヒアリング項目に則して説明

問１_当社のICT技術が該当する、建築物衛生法に基づく管理項目のカテゴリ

問２_当社のICT技術により、建築物環境衛生管理技術者にサポート可能な業務

問３_問２の効果により、兼任要件のどの項目での緩和が可能か

問４_ICT技術の活用より、建築物内の環境衛生向上にどのような効果があるか

問５_ICT技術を特定建築物に導入、運用する際の考慮すべき項目

© SHINRYO CORPORATION. All rights reserved.2

－目次－
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①空気環境の調整

© SHINRYO CORPORATION. All rights reserved.3

空気調和設備を設けている場合の空気環境の基準

厚生労働省HP建築物環境衛生管理基準について
https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/seikatsu-eisei10/より引用

問１_当社のＩＣＴ技術が該当する管理項目のカテゴリ

16
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© SHINRYO CORPORATION. All rights reserved.4

問２_ＩＣＴ技術により建築物環境衛生管理技術者にサポート可能な業務

① 環境モニタリングによる自動計測／中央監視設備によるデータ収集

② 中央監視設備システムの機能 ③ 広域多棟管理システム

建築物環境衛生管理技術者の業務

①②③サポート可能な技術⇒ ①②③④②③④ ②③④ ②③④ ①②③ ①③④

④ ＢＩＭによる維持管理

①②③④

：ICT技術にてサポート可能と考えられる業務

紹介するＩＣＴ技術
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① 環境モニタリングによる自動計測／中央監視設備によるデータ収集

© SHINRYO CORPORATION. All rights reserved.5

中央監視室/防災センター中央監視設備

空気環境をセンサーにて計測

※温湿度以外を自動計測することは少ない

計測データを中央監視設備にて一元管理

手動計測データの管理も可能

空調設備を持つ特定建築物には設置されている事が多い

問２_ＩＣＴ技術により建築物環境衛生管理技術者にサポート可能な業務

平面図

室内型温湿度検出器

室内型CO2濃度検出器

メーカー：アズビル株式会社
https://www.azbil.com/jp/product/
building/system/sensor/index.html
より引用

サポート

・測定結果等の評価支援 ・調査箇所等の明確化 ・データ管理の簡素化
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© SHINRYO CORPORATION. All rights reserved.6

空調システム全体をわかりやすく表示

※建物全体のシステム把握が容易

収集データのグラフ化、分析が可能

※省エネ、環境負荷低減策にも利用

※データ傾向による設備不具合等の発見、改善

問２_ＩＣＴ技術により建築物環境衛生管理技術者にサポート可能な業務

② 中央監視設備システムの機能 中央監視設備

空調システムフロー

空調・換気系統図

・維持管理計画、業務管理支援

・測定、検査結果の評価支援

・必要な調査、改善実施が容易

・建築物所有者への意見具申支援

サポート
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© SHINRYO CORPORATION. All rights reserved.7

広域にわたる施設を通信を利用して遠隔監視

モバイル端末での監視も可能

※設備管理者が常駐していない中小規模、遠隔の

建物でも、室内環境の把握、不具合の発見が可能

世界標準の通信プロトコルを採用し柔軟性に優れる

問２_ＩＣＴ技術により建築物環境衛生管理技術者にサポート可能な業務

③ 広域多棟管理システム

広域多棟管理システムイメージ

モバイル端末

・維持管理計画、業務管理支援 ・データ管理の簡素化

・測定、検査結果の評価支援

・必要な調査、改善実施が容易

・建築物所有者への意見具申支援

サポート
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 BIM＝Building Information Modeling

※コンピューターの中に建物の３Ｄモデルを作成、建物の様々な

情報を付与することで、建設や維持管理に利用

近年のDX推進に伴い、BIM導入の動きも加速

※建築分野の生産性向上を図るため国交省「BIM推進会議」発足

 BIMのデータ利用により、さらに容易に最適な維持管理が可能

フロア 用途区分 品目／規格・仕様 サイズ・型番 長さ 個数 高さ 重量 施工場所 保温塗装 保温仕上 区画名称 ブロック 工区 品名規格コード ネゴ区分 契約状況 メーカー サプライヤ 加工業者 スプール図番号 ダクト割番号 開始日 終了日 手配期限 手配日 納入条件 納入日 納入場所 車両 荷姿 管理番号 検品情報 納入済 検収済 施工確認日 施工確認者 施行写真ID 検査日 検査結果 検査確認者 検査写真ID メモ

3 冷水（往） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 100A 3.43 1 - 41.85 屋内一般 ｼｬﾌﾄ内 亀甲金網 DPS　特殊ガス　空調冷温水 3F-1 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-001-1 - 6月14日 6月19日 6月4日 6月4日 確定 6月12日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-1-1 QRコード 6月12日 6月15日 6月18日 鈴木 3-3 6月19日 合格 佐藤 3-12 -

3 冷水（往） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 50A 0.11 1 2.0 0.58 屋内一般 ｼｬﾌﾄ内 亀甲金網 DPS　特殊ガス　空調冷温水 3F-1 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-001-2 - 6月14日 6月19日 6月4日 6月4日 確定 6月12日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-1-1 QRコード 6月12日 6月15日 6月18日 鈴木 3-4 6月19日 合格 佐藤 3-13 -
3 冷水（往） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 50A 0.13 1 2.0 0.69 屋内一般 ｼｬﾌﾄ内 亀甲金網 DPS　特殊ガス　空調冷温水 3F-1 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-001-3 - 6月14日 6月19日 6月4日 6月4日 確定 6月12日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-1-1 QRコード 6月12日 6月15日 6月18日 鈴木 3-5 6月19日 合格 佐藤 3-14 -

3 冷水（往） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 100A 1.93 1 - 23.55 屋内一般 ｼｬﾌﾄ内 亀甲金網 DPS　特殊ガス　空調冷温水 3F-1 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-001-4 - 6月14日 6月19日 6月4日 6月4日 確定 6月12日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-1-1 QRコード 6月12日 6月15日 6月18日 鈴木 3-6 6月19日 合格 佐藤 3-15 -

3 冷水（往） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 20A 0.54 1 3.3 0.91 屋内一般 天井内 亀甲金網 ３F　廊下（天井上） 3F-2 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-002-1 - 6月22日 6月27日 6月13日 6月12日 確定 6月21日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-2-1 QRコード 6月20日 6月22日 6月26日 鈴木 3-7 6月26日 合格 佐藤 3-16 -
3 冷水（往） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 20A 0.77 1 3.3 1.29 屋内一般 天井内 亀甲金網 ３F　廊下（天井上） 3F-2 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-002-2 - 6月22日 6月27日 6月13日 6月12日 確定 6月21日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-2-1 QRコード 6月20日 6月22日 6月26日 鈴木 3-8 6月26日 合格 佐藤 3-17 -

3 冷水（往） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 20A 0.86 1 3.3 1.44 屋内一般 天井内 亀甲金網 ３F　廊下（天井上） 3F-2 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-002-3 - 6月22日 6月27日 6月13日 6月12日 確定 6月21日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-2-1 QRコード 6月20日 6月22日 6月26日 鈴木 3-9 6月26日 合格 佐藤 3-18 -
3 冷水（往） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 20A 0.93 1 3.3 1.56 屋内一般 天井内 亀甲金網 ３F　廊下（天井上） 3F-2 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-002-4 - 6月22日 6月27日 6月13日 6月12日 確定 6月21日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-2-1 QRコード 6月20日 6月22日 6月26日 鈴木 3-10 6月26日 合格 佐藤 3-19 -

3 冷水（往） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 20A 2.72 1 3.3 4.57 屋内一般 天井内 亀甲金網 ３F　廊下（天井上） 3F-2 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-002-5 - 6月22日 6月27日 6月13日 6月12日 確定 6月21日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-2-1 QRコード 6月20日 6月22日 6月26日 鈴木 3-11 6月26日 合格 佐藤 3-20 -

3 冷水（往） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 20A 1.65 1 3.5 2.77 屋内一般 天井内 亀甲金網 洗浄室（天井上） 3F-3 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-003-1 - 6月28日 7月3日 6月18日 6月18日 確定 6月25日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-3-1 QRコード 6月26日 6月29日 - - - - - - - -
3 冷水（往） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 20A 3.51 1 3.5 5.9 屋内一般 天井内 亀甲金網 洗浄室（天井上） 3F-3 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-003-2 - 6月28日 7月3日 6月18日 6月18日 確定 6月25日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-3-1 QRコード 6月26日 6月29日 - - - - - - - -

3 冷水（還） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 65A 0.48 1 2.5 3.59 屋内一般 ｼｬﾌﾄ内 亀甲金網 DPS　特殊ガス　空調冷温水 3F-4 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-004-1 - 6月30日 7月5日 6月21日 6月20日 確定 6月28日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-4-1 QRコード 6月28日 6月30日 - - - - - - - -

3 冷水（還） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 65A 0.09 1 2.5 0.67 屋内一般 ｼｬﾌﾄ内 亀甲金網 DPS　特殊ガス　空調冷温水 3F-4 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-004-2 - 6月30日 7月5日 6月21日 6月20日 確定 6月28日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-4-1 QRコード 6月28日 6月30日 - - - - - - - -
3 冷水（還） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 100A 3.42 1 - 41.72 屋内一般 ｼｬﾌﾄ内 亀甲金網 DPS　特殊ガス　空調冷温水 3F-4 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-004-3 - 6月30日 7月5日 6月21日 6月20日 確定 6月28日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-4-1 QRコード 6月28日 6月30日 - - - - - - - -
3 冷水（還） 配管用炭素鋼鋼管（白） 直管 100A 1.92 1 - 23.42 屋内一般 ｼｬﾌﾄ内 亀甲金網 DPS　特殊ガス　空調冷温水 3F-4 A PI000597 配管工費 PI000597000000 一括 完了 日本鋼管 管財センター 多久製作所 S-004-4 - 6月30日 7月5日 6月21日 6月20日 確定 6月28日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 3F-4-1 QRコード 6月28日 6月30日 - - - - - - - -

1 給気ダクト 角ダクト 直管 1500×150 0.1 1 3.0 0.8 屋内一般 天井内 亀甲金網 １F　廊下（天井上） 1F-3 A DT000049 亜鉛鉄板ﾀﾞｸﾄ(材工) DT000049000000 一括 完了 中川製作所 中川製作所 中川製作所 - D-01-1 5月10日 5月15日 4月30日 4月30日 確定 5月9日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 1F-3-6 QRコード 5月8日 5月12日 5月16日 鈴木 1-25 5月17日 合格 佐藤 1-57 -
1 給気ダクト ボックス 制気口ボックス 150W×1500L×300H 0 1 2.8 0.8 屋内一般 天井内 亀甲金網 １F　廊下（天井上） 1F-3 A DT000078 亜鉛鉄板 DT000078000000 一括 完了 アルク アルク ‐ - D-01-2 5月10日 5月15日 4月30日 4月30日 確定 5月9日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 1F-3-6 QRコード 5月8日 5月12日 5月16日 鈴木 1-26 5月17日 合格 佐藤 1-58 -
1 給気ダクト ボックス チャンバー 900W×380L×380H 0 1 2.8 0.8 屋内一般 天井内 亀甲金網 １F　廊下（天井上） 1F-3 A DT000078 亜鉛鉄板 DT000078000000 一括 完了 アルク アルク ‐ - D-01-3 5月10日 5月15日 4月30日 4月30日 確定 5月9日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 1F-3-6 QRコード 5月8日 5月12日 5月16日 鈴木 1-27 5月17日 合格 佐藤 1-59 -

1 給気ダクト 角ダクト 角丸 350×350、300φ 0.3 3 3.0 0.5 屋内一般 天井内 亀甲金網 ACW飼料粉体試作室（天井上） 1F-7 A DT000049 亜鉛鉄板ﾀﾞｸﾄ(材工) DT000049000000 一括 完了 中川製作所 中川製作所 中川製作所 - D-02-1 5月20日 5月25日 5月11日 5月10日 確定 5月19日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 1F-7-5 QRコード 5月18日 5月21日 5月25日 鈴木 1-28 5月26日 合格 佐藤 1-60 -
1 給気ダクト 角ダクト 直管 350×350 1.48 3 3.0 0.5 屋内一般 天井内 亀甲金網 ACW飼料粉体試作室（天井上） 1F-7 A DT000049 亜鉛鉄板ﾀﾞｸﾄ(材工) DT000049000000 一括 完了 中川製作所 中川製作所 中川製作所 - D-02-2 5月20日 5月25日 5月11日 5月10日 確定 5月19日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 1F-7-5 QRコード 5月18日 5月21日 5月25日 鈴木 1-29 5月26日 合格 佐藤 1-61 -
1 給気ダクト ボックス チャンバー 1850W×380L×380H 0 3 2.8 1 屋内一般 天井内 亀甲金網 ACW飼料粉体試作室（天井上） 1F-7 A DT000078 亜鉛鉄板 DT000078000000 一括 完了 アルク アルク ‐ - D-02-9 5月20日 5月25日 5月11日 5月10日 確定 5月19日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 1F-7-5 QRコード 5月18日 5月21日 5月25日 鈴木 1-30 5月26日 合格 佐藤 1-62 -
1 還気ダクト 角ダクト 角丸 650×350、300φ 0.3 1 3.0 0.6 機械室・便所 各階機械室 カラー亜鉛鉄板 空調機械室 1F-10 A DT000049 亜鉛鉄板ﾀﾞｸﾄ(材工) DT000049000000 一括 完了 アルク アルク ‐ - D-03-1 5月25日 5月30日 5月15日 5月15日 確定 5月21日 第1ゲート 2ｔ平 ｺﾝﾃﾅ 1F-10-2 QRコード 5月23日 5月26日 5月25日 鈴木 1-31 5月26日 合格 佐藤 1-63 -

品名コード

データ：メンテナンス・較正履歴、交換部材・型式…

維持管理

④ BIMによる維持管理

問２_ＩＣＴ技術により建築物環境衛生管理技術者にサポート可能な業務

BIMモデル

建設

・維持管理計画、業務管理支援 ・データ管理の簡素化

・必要な調査、改善実施が容易

・建築物所有者への意見具申支援

サポート
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→３棟以上の兼任は可能（ICT技術で管理が容易となるため）

問３_問２の効果により兼任要件のどの項目での緩和が可能か

→維持管理権限者は同一である必要性はない（空気環境や設備システムの把握が容易となるため）

→設備が類似の形式である必要性はない（空気環境や設備システムの把握が容易となるため）

→距離や用途等の制約を設ける必要はない（広域多棟管理、中央監視設備等の導入で管理可能なため）

問２でご紹介した技術の導入が前提

22
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空気環境品質

• 環境モニタリングによる常時監視により、日常的に空気環境の品質維持ができる

設備システムの維持管理

• 中央監視でのデータ傾向により、設備不具合等が迅速に発見でき、改善を実施できる

• 空調換気システムの把握が容易となり、空気環境維持のためのメンテナンスが実施できる

効果の範囲

• 多棟管理システムにより、広域・多棟にわたって、環境衛生の向上効果が期待できる

問４_ICT技術の活用により、環境衛生の向上にどのような効果があるか

23
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費用

• 問２でご紹介した設備、技術が未導入の既存建物へは導入コストが掛かる

• 問２でご紹介した設備を維持するための維持管理コストが掛かる（センサ類の較正も含め）

→導入により省エネ、省CO2など設備運用改善へとつながるメリットもある

• 広域多棟管理システムの導入には、データ通信環境の整備が必要

機能

• 中央監視システム構築の際、建築物衛生管理へ利用しやすいシステム設計とする

• 空気環境を計測するセンサ類の適合性（空気環境測定基準に適合するかを確認）

• 空気環境の測定に関しては、従来通りの手動計測との併用とすることが望ましい

→各種測定センサは存在するが、全て自動計測とするのは費用対効果に劣り現実的ではない

問５_ＩＣＴ技術を特定建築物に導入、運用する際の考慮すべき項目
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ビル運用管理者の業務効率改善
に資する技術のご紹介

第2回 建築物衛生管理に関する検討会
空気調和設備メーカーヒヤリング

2021年2月22日
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代表的な施工物件

高砂熱学工業株式会社 Takasago Thermal Engineering Co., Ltd.
設立 1923年（大正12年）
売上高 320,893百万円（2020年3月末連結）

従業員数 2,064名（2020年3月31日現在 単体）

株式 東証1部上場
主要事業 空気調和設備の設計・施工

東京ミッドタウン
日比谷

東京駅丸の内駅舎

会社紹介

宝塚大劇場高輪ゲートウェイ駅 国立競技場

プライムアースEVエナジー
宮城工場

環境風洞試験室
東京大学医学部

附属病院
27
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会社紹介
目指す⽅向性－ESG・SDGsへのコミットメントー（2020〜2023年度中期経営計画より）

※1 グリーンエネルギー︓⽔素や太陽光・風⼒・バイオマスなどの地球に有害物質を排出しない地球環境に貢献するエネルギー
※ CO2排出量のスコープについて（環境省より）︓スコープ1:⾃社施設で使⽤する油等の直接排出量、

スコープ2:⾃社施設で使⽤する電気等の間接排出量、スコープ3:サプライチェーンを含めた間接排出量
28
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施設管理の 『今』

◎コア事業に特化

◎施設管理部門の縮小傾向

『 人 』 の問題

・技術者減少
・継承者不足

アウトソーシング
29
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運 用 面 機 能 面

・運転⽅法の最適化
・法改正対応
・工事管理
・図書/図面運用

・各種データ分析
・コミッショニング
・図書/図面管理
・中長期保全計画

データベース

・機器発停
・法定点検立会い
・消耗品交換

・日常巡回点検
・運転状況確認
・運転データ収集

運用・機能、質・量の管理領域に分けた人財配置

省エネ
エコチューニング支援

省リスク
機器履歴ＤＢ活用

省人化
ＩｏＴカメラ導入

質的

量的
30
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エネルギー管理者の現状

中央監視盤やＢＥＭＳがあるが

■データが活用できない
■ユーザーフリーではない

■分析する時間がない

■運用データ分析スキルが不足
■技術継承者が減少

施設管理者には

31
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ビル運用管理者の業務効率改善に資する技術

Ⅰ．データを “集める” ＩｏＴカメラ ⇒ 省人化

Ⅱ．データを “貯める” 機器履歴ＤＢ ⇒ 省リスク

Ⅲ．データを “活用する” エコチューニング支援 ⇒ 省エネ

“スマートメンテナンス”へ

32
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Ⅰ．データを “集める” ＩｏＴカメラ ⇒ 省人化

LiLz Gauge
リルズ ゲージ

低消費電⼒IoTカメラと機械学習を活⽤し

アナログメーターの目視巡回点検を効率化するクラウドサービス
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LiLz Gauge
IoTカメラによる計器の遠隔点検

・時間の削減

・回数の増加

①点検効率向上

・早期異常検知

・点検精度向上

⇒五感点検に専念

②技術品質向上

・不安全作業の回避

③安全品質向上

37
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検証結果
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Ⅱ．データを “貯める” 機器履歴ＤＢ ⇒ 省リスク

設備情報管理システム MET CLOUD
メット クラウド

機器台帳でお客様の様々な機器情報を一元管理し、専門的なカテゴリーで分類・確認

不具合内容、故障傾向、その原因、部品の故障頻度や費⽤といったメンテナンスデータを

蓄積し、最適な設備保全計画をご提案
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機器履歴データベース

あらゆるデータを基に設備保全計画策定
（機器台帳・保守・不具合・交換頻度・影響範囲・発生費用）
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機器履歴の活用事例

原因分析と対応 ⇒ 不具合発生の増加防止 ⇒ 省リスク

不具合が４２
件

温湿度不良の
原因を分析

最も多い原因に
対応する

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目

15件(63%)

41
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Ⅲ．データを “活用する” エコチューニング支援 ⇒ 省エネ

GDoc advance
ジードック アドバンス

お客さま建物のライフサイクル全般にわたり、エネルギー消費と、空調機器や

システムの性能・効率・安心を見える化・アドバイスするエネルギーマネジメントシステム（BEMS）

GODA CLOUD
ｺﾞｰﾀﾞ クラウド

建物の中央監視装置にある運⽤データを取り込み、短時間で多角的に運⽤を分析し、

最適な省エネルギー運転を実現するデータ収集・分析ツール

®
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省エネチューニング支援・人財育成

GODA
クラウドサーバー

Ｃビル

■複数施設への

支援・指導

■年配技術者の

在宅作業可能

Ｂ工場

Ａ研究所

各施設管理者

【遠隔地】テレワーク

データ分析専門家
47
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問１ 御社のICT技術は、建築物衛生法に基づく管理項目である①空気環境の調整、②給⽔、③排⽔、
④清掃、⑤ねずみ等の防除のうち、どのカテゴリに該当しますか。

答１ ①空気環境の調整、②給⽔、③排⽔

問２ 御社のICT技術により、建築物環境衛生管理技術者の業務をどのような観点でサポートできますか。
答２ 効率的かつ高品質にビルの運⽤管理業務全般を支援することにより管理技術者の業務を直接的、

また間接的に支援します。

問３ ２の効果により、以下に示す建築物環境衛生管理技術者の兼任要件のうち、どの項目で緩和することが
可能だとお考えでしょうか。そうお考えになる理由も含めて記載をお願いします。
①兼任が認められるのは建築物環境衛生管理技術者１人につき、特定建築物は３棟まで
②建築物の維持管理権限者が同一であること
③空気調和設備、給⽔設備等建築物の衛生的環境の確保に係る設備が類似の形式である
④兼任する特定建築物の相互の距離、それぞれの⽤途、特定⽤途に供される部分の延べ面積

答３ ①、③は可能ではないでしょうか。②、④につきましては判断しかねます。

問４ 御社の技術を活⽤することにより、建築物内の環境衛生の向上にどのような効果があるのかを記載してください。
答４ 建物の運⽤管理が適切な状態に維持されることにより、適正な環境衛生を維持管理できます。副次的に

省エネルギーや脱炭素化、維持管理コストの低減、建物価値の維持向上につながると考えます。

問５ 御社のICT技術を特定建築物に導入する際、又は運⽤する際に、考慮すべき事項はあるでしょうか。
答５ いずれの技術も既存建物への導入が可能です。LiLz Gaugeは既存建物に大きな改修工事を必要としない

ことを前提にした技術です。GDocやGODAに取り込む様々なデータを検出するセンサー類を取り付けることは
既存より新築の方がやり易いと言えます。

48



Copyright © Takasago Thermal Engineering Co., Ltd. All Rights Reserved.

49



建築物衛生管理に関する検討会

第２回

～ 空気調和設備メーカー等ヒアリング ～

2021年2月22日
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■問１
御社のICT技術は、建築物衛生法に基づく管理項目である①空気環境の調整、②給水、
③排水、④清掃、⑤ねずみ等の防除のうち、どのカテゴリに該当しますか。

■回答１

2

①
空気環境の調整

②
給水

③
排水

④
清掃

⑤
ネズミ等の防除

測定作業・
結果確認・
状況確認

○

センサーを設置
できれば遠隔監
視可能

○

センサーを設置
できれば遠隔監
視可能

○

センサーを設置
できれば遠隔監
視可能

○

一部の作業を自
走式清掃ロボッ
トで代替可

設備調整

○

中央監視装置か
らの遠隔設備監
視制御が可能

○

中央監視装置か
らの遠隔設備監
視制御が可能

○

中央監視装置か
らの遠隔設備監
視制御が可能

○

自走式ロボット
の各階移動支援
が可能

結果分析・
意見具申

○

センサーデータ
や設備稼働デー
タを、AIも用い
てビッグデータ
分析し、適切な
管理を提案可

○

センサーデータ
をAIも用いて
ビッグデータ分
析し、適切な管
理を提案可

○

センサーデータ
をAIも用いて
ビッグデータ分
析し、適切な管
理を提案可

○

自走式ロボット
からのカメラ映
像を画像解析し
て、清掃状況を
遠隔で確認可能

○

自走式ロボット
からのカメラ映
像を画像解析し
て、清掃状況を
遠隔で確認可能
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3

・クラウドサービス※により、スマートフォンやタブレットからビルの設備を監視・制御可能
・設備異常発生時は、タイムリーにメールで警報通知可能

いつでもどこからでもビルの管理・監視が可能

クラウド

各設備用
コントローラー

設 備

エッジ

Ｂビル

クラウド
サービス

複数ビルの一括管理、遠隔監視・制御による
業務効率化を実現

あらゆる設備の管理・追加が可能

管理用パソコン

ビルユニティー
コントローラー

Ａビル設備監視、入退室管理を活用した
ビル管理、省エネ機能を提供

スマートフォン

Cビル

粉塵

CO

CO2

温湿度
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■問２
御社のICT技術により、建築物環境衛生管理技術者の業務をどのような観点でサポー
トできますか。
※以下の建築物環境衛生管理技術者の業務フローにおいて、どの点をサポートする
ことが可能なのかを明記してください。

■回答２

4

全ての業務フローにおいて、何らかのサポートが可能

例：・中央監視装置を用いた環境測定等、各種作業結果の遠隔管理・確認
・クラウドを用いた設備台帳管理、維持管理計画の策定・管理、
測定・検査結果の収集管理、可視化、帳票化

・AI等を用いたビッグテータ分析結果に基づく建築物所有者への意見具申 53



■問３
２の効果により、以下に示す建築物環境衛生管理技術者の兼任要件のうち、どの項
目で緩和することが可能だとお考えでしょうか。そうお考えになる理由も含めて記
載をお願いします。
①兼任が認められるのは建築物環境衛生管理技術者１人につき、特定建築物は３棟まで
②建築物の維持管理権原者が同一であること
③空気調和設備、給水設備等建築物の衛生的環境の確保に係る設備が類似の形式である
④兼任する特定建築物の相互の距離、それぞれの用途、特定用途に供される部分の延べ面積

■回答３

5

可否 理由

①
棟数

可

IoT技術で現場状況を常時、遠隔監視できれば、オンサイトでの設備巡回頻度
は低減可能。（エレベーターでは、同様の遠隔監視が既に一般化。）
また、現地に代理技術者を派遣できる場合は、現地作業者とのオンラインコ
ミュニケーション活用で効率的な管理が可能で棟数制限は必要ない。

②
権原者

可
オンライン会議が一般化した中、建築物の維持管理権原者が異なると、建築物
環境衛生管理技術者の業務遂行が困難と考える明確な理由が見当たらない。

③
設備形式

可
異なる形式であっても、建築物環境衛生管理技術者が各形式に関する知見を有
していれば問題ない。故に類似していることが必要な条件ではないと思料。

④
・距離
・用途
・面積

可

①同様、距離の問題はない。用途についても、③同様、知見の有無に依存する
問題であり緩和可能。面積については実務的に限界は存在すると考えられるが、
兼任要件が緩和されれば、複数人の技術者がチームを組んで複数棟を群管理す
るようなケースも想定されるため、上限設定は困難と思料。
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■問４
御社の技術を活用することにより、建築物内の環境衛生の向上にどのような効果が
あるのかを記載してください。

■回答４

6

視点 効果内容

管理ノウハウの
共有による
レベルの底上げ

現在の衛生環境は、管理技術者個人のスキルや熟練度に依存。しかし規制緩
和により、技術者集団がチームで多数の建築物を群管理できるようになれば、
クラウドに収集したデータを建物用途、規模、設備種別などで分析する事で
「環境衛生向上につながる新たな管理手法」の検討も可能。その手法を他の
管理技術者や関連団体等と共有すれば、業界全体のレベル底上げも可能。

CASBEE-ウェル
ネスオフィス
認証との連携

CASBEEウェルネスオフィス認証でも、建築物環境衛生管理基準に基づいた空
気環境測定を重要視。IoT技術を用いた環境計測でも本基準を満たせるよう、
現在の技術レベルに合わせて基準側も改訂されれば、計測頻度を現在よりも
大幅に増やすことができ、結果的に空気環境の向上につながる。

ビル版デジタル
ツイン実現で
Society 5.0対
応

建物内の環境を遠隔から監視･管理できるシステムが一旦構築されれば、これ
を起点に他のビル内データも容易に収集可。環境データと同時に空調等のエ
ネルギーデータも収集すれば省エネにも有効でカーボンニュートラルにも寄
与。さらにはSociety5.0で目指すビル版デジタルツイン実現にも貢献可。

非特定建築物の
衛生環境向上に
も貢献

ICT技術、IoT技術を用いて建築物内の環境計測を行うことが一般化すれば、
それにともなって導入コストも低下すると予想される。そうなれば、現在は
建築物衛生法の適用外となっている3,000㎡以下の小規模建築物でも同様の環
境計測を安価に導入可能となり、衛生環境の改善･向上を期待できる。 55



■問５
御社のICT技術を特定建築物に導入する際、又は運用する際に、考慮すべき事項はあ
るでしょうか。（例：新築ビルでなければ導入が難しい、自動測定機器の較正が困
難など）

■回答５

7

視点 考慮すべき事項

IoT技術による
環境計測実現に
向けた規制緩和

IoT技術で建築物内環境を計測する場合、センサー類の多くは、建物躯体に固
定設置されたリ、ビル設備内に組み込まれると予想される。そのため、これ
らを定期的に取り外し、所定機関で較正検査を受けるのは非現実的。
メーカーによる定期的な保守点検で代替可とするなどの規制緩和が必要。

衛生管理に
とどまらない
発展性の付与

ICT技術を用いた衛生管理が建築物内の衛生環境向上につながるだけでなく、
同時にビルの運営管理コスト削減等、他のメリットにもつながることが必要。
例えば、環境計測に合わせて設備のエネルギー消費状況を計測し、そのデー
タ分析から省エネ運用を推進するなど。建築物内の様々なデータを収集して
省エネに繋げれば、カーボンニュートラルにも大いに寄与できることから、
経産省や環境省との政策連携も期待したい。特に中小規模ビルでは、遠隔監
視によるエネルギー管理が省エネに効果的と目されており、衛生管理の改善
と合わせてデジタル化を誘導できる規制緩和を期待。

無線技術活用

既存ビルにIoT技術を導入する場合、配管･配線の追加工事コストが高額にな
るケースがあるため、LPWAを初めとした無線技術の活用は不可欠。
また、センサーへの電力供給には、無線電力伝送や環境発電（エナジーハー
ベスト）の活用も検討要。今後の技術進歩、低コスト化の進展に期待。
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ICT技術活用による
建築物環境衛生管理技術者の兼任要件緩和

ヒアリング項目に対する回答

稲田 朝夫（須賀工業㈱）
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１．ＩＣＴ技術のカテゴリ

・建築物衛生法に基づく管理項目
①空気環境の調整

⇒屋内環境（粉塵、CO、CO2、温湿度）の常時センシングに
ＩｏＴ技術を活用

②給水
⇒給水栓における水の遊離残留塩素の常時センシング

にＩｏＴ技術を活用

③排水
⇒設備の補修及び掃除を定期的に実施することが基本

したがって、活用可能なＩＣＴ技術なし
④清掃
⑤ねずみ等の駆除

⇒活用可能なＩＣＴ技術なし

※測定に関してＩｏＴ技術を活用することは可能と考える。
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２．建築物環境衛生管理技術者業務へのサポート

・建築物環境衛生管理技術者の業務フロー

※前述したＩＣＴ技術は、測定作業に対する技術
問題点の評価には建築物環境衛生管理技術者の経験や
知識が必要

ＩＣＴ技術が導入されても、建築物環境衛生管理技術者が
その結果を評価し、管理する必要がある。
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２．建築物環境衛生管理技術者業務へのサポート

・建築物環境衛生管理技術者の業務フロー

ＩＣＴ技術の導入により、その結果評価や管理する業務が

置き換わるものではない。

但し、ＩＣＴ技術の導入によりリモート管理が進めば、問題
発生までの経緯を類型化することができので、監理技術者
の判断を容易にすることが期待される。

測定業務にＩＣＴ技術を導入することは、問題点の評価や、
その後必要となる調査計画の立案に対するサポートとして
有効な手法と考えられる。

「測定・検査結果等の評価」の業務に対する軽減効果は

期待できる
60



３．兼任要件のうち緩和可能な項目

① 兼任が認められるのは建築物環境衛生管理技術者１人につき、
特定建築物は３棟まで

② 建築物の維持管理権限者が同一であること
③ 空気調和設備、給水設備等建築物の衛生的環境の確保に係る

設備が類似の形式である
④ 兼任する特定建築物の相互の距離、それぞれの用途、特定用途

に供される部分の延べ面積

⇒ 「測定・検査結果等の評価」の業務が軽減されるので、設備累計

が同一であれば管理対象物件数を緩和することは可能となると
想定される。
また、リモート管理するので、特定建物の相互の距離、特定用途

に供される延べ面積についても緩和対象として検討できるのでは
ないかと考えられる。
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４．ＩＣＴ技術導入で考慮すべき事項

⇒ 測定機器の校正

建物規模によっては、測定機器の設置数が多くなり、校正などの
メンテナンス業務が増え、コスト面での検討も課題となる。

⇒ セキュリティー対策
ＩＣＴ技術の導入による情報セキュリティー対策について検討が

必要である。
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建築物環境衛生管理技術者の兼任状況等について

＜調査の概要＞
調査対象：都道府県、保健所設置市、特別区（計155自治体）
調査期間：令和３年２月１日～８日

＜質問項目＞
Q１：建築物環境衛生管理技術者の兼任を認めていますか。（はい／いいえ）
Q２：Q１で「はい」とした場合、兼任を認めている特定建築物は最大何棟までですか。

（学校除く。）（２棟／３棟／４棟以上）
Q３：兼任を認めるにあたって、条例・要綱等で具体的な解釈を定めていますか。（は

い／いいえ）
Q４：Q３で「はい」とした場合、具体的な内容を記載してください。
Q５：建築物環境衛生管理技術者が複数兼任している特定建築物において、公衆

衛生上の問題が生じた事案はありますか。（ある／ない）
Q６：Q5で「ある」とした場合、具体的な内容を記載してください。
Q７：兼任の要件を、現在の基準よりも、さらに具体的に示す必要があるとお考えで

しょうか。（示してほしい／国が一律の判断基準を示すのは望ましくない／どちらで
も構わない）

Q８：その他

資料３
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調査の結果① 建築物環境衛生管理技術者の兼任の容認状況

○ 特定建築物において建築物環境衛生管理技術者の兼任を認めているのは、154の自治体で
あり、１の自治体においては兼任を認めていなかった。
○ 兼任を認めている154の自治体のうち、通知に準じ３棟まで兼任を認めているのは148の自治
体であり、２棟までとしているのは３の自治体、４棟以上としているのは３の自治体であった。

兼任を認めている特定建築物の最大数
（学校除く）

２棟
3

３棟
148

４棟以上
3

認めている
154自治体

認めている
154

認めていない
1

155自治体

建築物環境衛生管理技術者の兼任

※ 原則認めていないが、厚生労働省の通知（健発第0326015号）に基づき検討し、認めた事例はある。
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調査の結果② 兼任の条例・要綱等の策定状況

○ 兼任を認めるにあたって条例・要綱等で具体的な解釈を定めているのは、24の自治体であった。ま
た、調査時点において、６自治体はHPで解釈を公表していた。
条例・要綱等で兼任の具体的な解釈を定めている

はい
24
15%

いいえ
131
85%

155自治体

具体的な内容としては、
• 17の自治体：兼任する特定建築物間の距離で規定
例）自動車等で●時間以内に移動可能、同一県
（市）内、直線距離10㎞以内

• ５の自治体：兼任する特定建築物の合計延べ床面
積で規定
例）2万㎡未満、５万㎡未満、10万㎡以下等

• ２の自治体：新規竣工の特定建築物ではないこと
• １の自治体：兼任が可能な旨の文書の提出
• ５の自治体：兼任通知と同様の基準を条例・要綱
等に規定

等が規定されていた。

※一部重複計上あり

65



調査の結果③ 建築物環境衛生管理技術者の兼任による公衆衛生上の問題

○ 建築物環境衛生管理技術者が複数兼任している特定建築物において、公衆衛生上の問題があっ
たと回答したのは３の自治体であり、152の自治体においては問題が生じていなかった。

ある
3

なし
152

公衆衛生上の問題が生じた事案

155自治体

具体的な内容としては、
• 建築物環境衛生管理基準の不適（ただし、複
数兼任していることが理由で不適が多いわけでは
ない。）。（３棟まで兼任可）

• 管理技術者が所管地域外で兼務していることが
確認できたが、管理技術者と連絡を取ることがで
きず、管理している建築物において公衆衛生上
の問題についての調査が困難な事例があった。
（３棟まで兼任可）

• 兼任のあった２棟とも、二酸化炭素の基準超過
や冬季における加湿不足等の空気環境に不備
が見られたが具体的対応策が講じられず、建築
物の維持管理を怠っていた事例があった。（兼任
不可）

の回答があった。

66



調査の結果④ 兼任要件を具体的に示す必要性

○ 兼任の要件を現在の基準よりもさらに具体的に示す必要があると考えているのは、107の自治体
であった。他方、国が一律の基準を示すのは望ましくないとしたのは、５の自治体であった。

示してほしい
107
70%

どちらでも構わ
ない
42
27%

国が一律の判断基準を
示すのは望ましくない

5
3%

兼任要件を具体的に示す必要性

155自治体

○「示してほしい」とする具体的な内容としては、
• 兼務の可否を合理的に判断できる。
• 近隣の都市で管理技術者の兼任についての要件が異
なることがあり、事業者の負担を減らすため。

• 施設管理を行う建築物衛生管理技術者がICTを活用
して、どのように兼務が可能なのか具体的に示してほしい。

等の意見であった。

○ 「国が判断基準を示すのは望ましくない」とする具体的な
内容としては、

• 技術者が不足していることもあり、国で具体的な基準を
設けず、兼務となる特定建築物の所有者又は維持管理
権原者の承諾をもって兼務を認めてほしい。

• 維持管理権原者が同一であることや設備が類似形式で
あることを兼務の条件とすることについては、その根拠が不
明確であり、各都道府県及び市が事例ごとに判断する
のがよい。

• 等の意見であった。
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調査の結果④ その他（自由記載）

○ 30自治体：兼務状況を把握する仕組みの構築が必要
選任状況を全国的に確認できる仕組みがなく、所管外での兼任状況が把握できない。
全国的に兼任状況を確認することができる体制を構築してほしい 等

○ 10自治体：兼任要件を緩和した場合であっても衛生管理を担保する仕組みの構築が必要
管理技術者が形式的な選任（名義貸し）の状態となっている施設も散見されること
から、測定結果の評価、改善の提案等の管理技術者の業務が適切に行われるような
枠組みの検討が必要。
所有者等選任する側と選任される管理技術者側との合意（兼務であっても職務遂
行が可能との判断）が重要。 等

○ ３自治体：管理技術者の資格要件についても見直すべき
管理技術者が少ないため、免許取得方法を見直せないか(試験回数の増加、講習
会を受講する場合の時間・費用の軽減など。）。
管理技術者についても、登録業作業監督者と同様に定期的に資格を更新する講習
会の受講等を行うことが望ましいのではないか（選任後、同一者が長年継続されてい
る場合において、不適切な衛生管理状況になっている事例が見受けられるため。）
等
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調査結果のまとめ

○ ほとんどの自治体において、厚生労働省の通知内容と同様に、３棟まで兼任を認
めていた。

○ 条例・要綱等で具体的な解釈を定めているのは、24の自治体であり、その内容とし
ては、厚生労働省の通知に定めるものの他、兼任する特定建築物間の距離や兼任
する特定建築物の合計延べ床面積で判断している自治体がみられた。

○ 兼任できる上限は３棟までという現状において、建築物環境衛生管理技術者が複
数兼任している特定建築物において、公衆衛生上の問題があるという状況は、ほと
んど生じていなかった。

○ 過半数の自治体が、兼任の要件を現在の基準よりもさらに具体的に示す必要があ
ると考えていた。

○ この他、兼務状況を把握する仕組みの構築、兼任要件を緩和した場合であっても
衛生管理を担保する仕組みの構築、管理技術者の資格要件についても見直すべき
等の意見が寄せられた。
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